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専業主婦と経済の関係 

～続・専業主婦世帯に関する一考察～ 

 
 

 

本コラムは、拙稿「専業主婦世帯に関する一考察」（参議院企画調整室『経済のプリ

ズム』第204号）において今後の検討課題としていた専業主婦世帯と経済状況や景気

との関係について、若干の考察を試みるものである。方法としては、2012年と2017年

の都道府県別の専業主世帯割合（総務省「就業構造基調査」から、夫が有業で妻（こ

こでは 60 歳未満とする）が無業の世帯の割合）を被説明変数、完全失業率（総務省

「労働力調査」）と所定内給与（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」から、一般労働

者（そのうち女性）の所定内給与）を説明変数として回帰分析を行う。 

 

（完全失業率と専業主婦世帯割合の関係） 

まず、図表１は、2012 年（図表中は青色の点）と 2017 年（図表中は橙色の点）の

完全失業率と専業主婦世帯割合の関係について、同じ座標平面上に散布図を描き、回

帰式等を示したものである。 

図表１からは、①景気が悪く完全失業率が高い

都道府県ほど専業主婦世帯割合も高い傾向があ

り、②2017年は2012年に比べて景気が回復・拡大

したことにより、全国的に完全失業率が低下し、働

きに出る女性が多くなり、専業主婦世帯割合が全

国的に低下（グラフ上では散布図が全体として左

下にシフト）していることがうかがえる。すなわ

ち、女性活躍推進の方向で考えた場合には、政策と

して保育所の充実やワーク・ライフ・バランスの実

現が重要なことは言うまでもないが、それ以前に、

景気後退により経済状況が悪化して企業の求人が

減少している中では、専業主婦本人に働く意欲や

能力が十分にあっても肝心の仕事がないというこ

とが往々にして起こり得るのではないかというこ

とである。 

 

（女性の所定内給与と専業主婦世帯の関係） 

次に、図表２は、都道府県別の女性の所定内給与

と専業主婦世帯割合の関係について、同様に散布
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図表１ 完全失業率と専業主婦

世帯割合の関係 

(注) 1.縦（Ｙ）軸は専業主婦世帯割合、横（Ｘ）
軸は完全失業率である。 
2.青色の散布図は2012年、橙色の散布図は
2017年である。 
3.定数項及びＸの係数の下の()内の数値は
ｔ値であり、「***」はｔ値が１％の有意水準
を満たすことを示す。Ｒ２は決定係数。 

(出所) 総務省「就業構造基本調査」、「労働力調
査」より作成 
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図や回帰式等を示したものである（青色の点は

2012年、橙色の点は2017年）。 

図表２からは、①2017年又は2012年を単年のク

ロスセクションデータとして見ると女性の所定内

給与が高い都道府県ほど専業主婦世帯の割合が高

くなるが、②両年を通して見ると2017年は景気の

回復・拡大により、全国的に女性の所定内給与が上

昇して働きに出る女性が多くなり、専業主婦世帯

割合が低下する（グラフ上では散布図が全体とし

て右下にシフト）と考えることができよう。この図

表２に係る①と②は矛盾しているように思われる

が、結論的に言えば、真の関係は、景気が良くなれ

ば女性の所定内給与が上昇して働く女性が多くな

り、専業主婦世帯割合が低下するということ（つま

り②）であろうと推測される。両者のデータを複数

の（できれば多くの）年次にわたって収集し、それ

らをパネルデータ化して固定効果モデルによって

分析を行えば、こうした関係が理論的に裏付けら

れるかと思われるが、本稿では紙幅の関係もあり、

詳細は割愛することとしたい。 

 

（おわりに） 

以上のように、専業主婦世帯割合については経済状況や景気との関係が推察され、

政策的に女性活躍推進を進める際の前提としては、好景気が安定的に持続しているこ

とが望ましいということが言えよう。 

また、図表２の女性の所定内給与に関連して、最後に、所定内給与（賃金）と景気

の関係について少々言及することとしたい。仮に2017年又は2012年の単年でも景気

の良い都道府県では所定内給与が高くなる関係があるとすると、こうした都道府県で

は女性が働きに出て専業主婦世帯割合が低くなり、散布図の形状は単年でも右下がり

になると考えられる。しかし、図表２の散布図は右上がりであり、こうした関係が現

実には成立していない可能性があり得る。つまり、実際に所定内給与（賃金）が決ま

る際には、古典的な経済理論に言う労働市場の需給（景気が良い（悪い）ところでは

労働需給が逼迫（弛緩）して賃金が上昇（低下）すること）だけではなく、賃金の下

方硬直性や最低賃金制度等の様々な要因も大きく影響しているのではないかというこ

とである。なお、本コラムで使用した完全失業率と女性の所定内給与のデータから

2012年と2017年のそれぞれで回帰分析を行うと、係数のｔ値はいずれも10％の有意

水準を満たすことができず（紙幅の関係により図表は割愛する）、単年のクロスセクシ

ョンデータとして見た場合には、完全失業率と女性の所定内給与はあまり関係がなさ

そうな結果となる。 

（調査情報担当室 前田泰伸 内線75044） 
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図表２ 女性の所定内給与と専業

主婦世帯の関係 

(注) 1.縦（Ｙ）軸は専業主婦世帯割合、横（Ｘ）
軸は女性の所定内給与である。 
2.青色の散布図は2012年、橙色の散布図は
2017年である。 
3.定数項及びＸの係数の下の()内の数値は
ｔ値であり、「*」、「**」、「***」はｔ値がそれ
ぞれ10％、５％、１％の有意水準を満たすこ
とを示す。Ｒ２は決定係数。 

(出所) 総務省「就業構造基本調査」、厚生労働省
「賃金構造基本統計調査」より作成 


